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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第52期

第３四半期連結累計期間

第52期

第３四半期連結会計期間
第51期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日

自平成19年４月１日

至平成20年３月31日

営業収入 （千円） 50,969,944 18,213,420 62,101,071

経常利益 （千円） 2,204,529 974,970 2,732,490

四半期（当期）純利益 （千円） 1,189,765 527,925 1,590,038

純資産額 （千円） － 10,145,839 9,691,013

総資産額 （千円） － 20,086,237 19,082,261

１株当たり純資産額 （円） － 1,050.96 973.58

１株当たり四半期（当期）
純利益

（円） 120.00 53.67 157.90

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） － 50.5 50.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 286,133 － 881,733

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △141,253 － △399,480

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 707,004 － 98,522

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） － 2,434,015 1,585,912

従業員数 （名） － 2,053 1,889

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　営業収入には、消費税は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

２ 【事業の内容】

　

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
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４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社における状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 2,053（3,125）

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2)　提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 1,228（2,626）

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループの事業内容は、物流情報サービス事業、ロジスティクスマネジメント事業、貨物運送事業、自

動車整備事業及びアウトソーシング事業であり、生産及び受注を伴う業種・業態でないため生産及び受注

の状況については記載を省略し、販売の状況については「３　財政状態及び経営成績の分析」における各事

業の種類別セグメント業績に関連付けて記載しております。

なお、主な取引先別の販売実績につきましては、すべての取引先の総販売実績に対する販売実績の割合が

100分の10以上になる取引先がありませんので、記載を省略しております。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会

社）が判断したものであります。

　

(1)　経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間における国内経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な

金融不安が実質的な経済情勢に大きな影響を与え、日本国内におきましても企業業績の急速な悪化が見ら

れる等、景気の先行きへの不安が増してきております。

物流業界におきましても、国内消費の低迷、景気の減退による荷主企業の在庫調整、生産調整及び国内輸

送貨物量の減少等により経営難に陥る企業が増加する等、引き続き厳しい状況にあります。

このような情勢のもと当社グループは、物流情報サービス事業、ロジスティクスマネジメント事業及び貨

物運送事業を中核として営業上のシナジーを醸成し、経済環境の変化に対応できるビジネスモデルを構築

するとともに、新規顧客の開拓や品質と生産性の向上、企業体質の強化に努めております。また、グループ内

の内部統制システム構築をさらに推進し、コンプライアンス項目の一層の遵守に注力しております。

　

当社グループの当第３四半期連結会計期間の主な拠点展開は次のとおりであります。

　　平成20年10月 千葉県市川市に市川事業所を開設（ロジスティクスマネジメント事業）

　　平成20年11月 兵庫県神戸市に神戸西事業所を開設（ロジスティクスマネジメント事業）
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以上の結果、当第３四半期連結会計期間におきましては、営業収入182億１千３百万円、営業利益９億８千

９百万円、経常利益９億７千４百万円、四半期純利益５億２千７百万円となりました。

また、当第３四半期連結累計期間におきましては、営業収入509億６千９百万円、営業利益22億２千４百万

円、経常利益22億４百万円、四半期純利益11億８千９百万円となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

物流情報サービス事業は、人員数の増加による事業拡大、また前期に開設した拠点の業績への寄与、新シ

ステム導入による生産性の向上等により営業収入103億６百万円、営業利益３億５千９百万円となりまし

た。

ロジスティクスマネジメント事業は、荷主企業との契約期間満了により一部の拠点を閉鎖いたしました

が、前期に開設した拠点の業績への寄与、関東圏、関西圏への積極的な事業展開による新規拠点の開設と各

拠点の生産性指標の改善が図られたこと等により、営業収入43億１千６百万円、営業利益３億８千８百万円

となりました。

貨物運送事業は、生協個人宅配部門での受託エリアが拡大しましたが、燃料費の上昇等により営業収入30

億１千７百万円、営業利益２億７百万円となりました。

自動車整備事業は、整備受託台数が低下しており、営業収入３億２千４百万円、営業利益２千１百万円と

なりました。

アウトソーシング事業は、システム開発案件及び業務請負部門の受託量が減少したこと等により、営業収

入５億２千４百万円、営業利益２千３百万円となりました。

　

(2)　財政状態の分析

前連結会計年度末に比べ、当第３四半期連結会計期間末の流動資産は、現金及び預金が８億４千８百万円

増加し、また受取手形及び営業未収入金が４億６千４百万円増加したこと等により13億６千１百万円増加

し、117億６千７百万円となりました。また固定資産は、設備投資額を上回る減価償却費を計上したこと等に

より、３億５千７百万円減少し83億１千８百万円となりました。これらにより総資産は、10億３百万円増加

し200億８千６百万円となりました。

流動負債は、短期借入金が15億円増加したこと等により、６億１千８百万円増加し90億９千１百万円とな

りました。固定負債は、６千９百万円減少し８億４千８百万円となりました。

純資産は、利益剰余金が８億６千１百万円増加した一方、自己株式の取得による３億７千４百万円の減少

等により、４億５千４百万円増加し101億４千５百万円となり、自己資本比率は50.5％となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・

フローにおいては、特筆すべき事象はございませんでした。現金及び現金同等物の当第３四半期末残高は、

３億５千４百万円増加し、24億３千４百万円となりました。
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(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた問題はありません。

　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。

　

(6)　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループは、ここ数年の急激な業容の拡大により、人材の確保、組織力の強化が急務となっておりま

す。このため、積極的に人材を登用し、責任と権限を委譲し効率的な経営体制を構築する一方、教育研修制度

の充実や貢献度に応じた人事制度の構築等により人材を育成してまいります。

当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、さらに積極的な関東圏及び関西圏の進出、物

流センター等の設備投資の増大、Ｍ＆Ａの推進等を行い、増収増益を達成すべく努めてまいる所存でありま

す。

　

(7)　経営者の問題認識と今後の方針について

１．経営の基本方針

当社グループは、企業理念を「環境にやさしい理想の物流社会の創造に貢献します」と定め、「コラボ

レーターとして、お客様の最適物流システムの構築に貢献します」を経営基本方針として掲げておりま

す。

当社グループは、この企業理念、経営基本方針のもと、コラボレーター（協働者）として顧客企業との

新しい関係に立ち、顧客企業の物流システム全体の最適化実現に努めてまいります。

また、株主をはじめとした広範なステークホルダー（利害関係者）に対して、常に正確で必要な情報開

示を行い透明性の高い企業経営を目指しております。

　

２．目標とする経営指標

当社グループは、事業規模拡大のための指標として売上高、安定的な収益力を確立するための指標とし

て営業利益、営業利益率、及びＲＯＥ（自己資本当期純利益率）を基本的な経営指標として掲げておりま

す。

平成21年３月期からの中期計画（３ヶ年）においては、最終年度において売上高900億円、営業利益45

億円、営業利益率５％という目標を掲げ、ＲＯＥに関しては、15％以上の維持継続を目指します。
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３．中期的な会社の経営戦略

当社グループは、新たな中期経営計画において物流情報サービス事業とロジスティクスマネジメント

事業をコア事業として位置付け、先進的な環境対応を実現する「日本を代表する物流企業」になるとい

う目標を掲げております。

この目標の実現のため、次の内容を中期経営計画の基本方針の骨子として事業展開を進めてまいりま

す。

　

①　環境対応

国内のトラックの空車を減少させ、稼働率を高めることができる物流情報サービス事業を当社の環

境対応の中心に据え、平成22年４月から導入される共同省エネ管理制度等を踏まえて、今後ますます強

化される環境面への対応に注力いたします。

　

②　エリア戦略・拠点戦略

中部圏に新たな中核物流拠点の構築を行う一方、関東圏・関西圏においても物流拠点の拡充を進め、

バランスの取れた事業エリアの構築を目指します。また、アジアを対象とした海外展開も視野に入れ、

対象となる当社グループ事業の段階的な進出の検討を進めてまいります。

　

③　エコロジネットワークの拡充

物流情報サービス事業とロジスティクスマネジメント事業の協働体制を確立し、エコロジネット

ワークの拡充を進めてまいります。

　

④　Ｍ＆Ａと事業アライアンス(協業)

関東圏・関西圏への事業エリアの拡張と事業スピードの加速を目的に、機動的なＭ＆Ａ及び資本・

業務提携等の事業アライアンスを進めてまいります。

　

⑤　人材の確保・育成

人材確保、育成、定着を促進するために各種制度(人事／報酬／教育制度等)の再構築を行い、社員の

帰属意識と業務効率の向上を目指し、結果として中期経営計画の実現性を高めてまいります。

　

⑥　コンプライアンス遵守の運営

労務管理のみならず事業上においてのコンプライアンス遵守を徹底し、高い倫理性に基づいた企業

活動を進めてまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。

　

EDINET提出書類

トランコム株式会社(E04208)

四半期報告書

 8/29



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成20年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成21年２月５日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 10,324,150 10,324,150

東京証券取引所
(市場第二部)
名古屋証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は100株で
あります。

計 10,324,150 10,324,150－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成20年12月31日 － 10,324,150－ 1,080,047－ 1,230,304
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(5) 【大株主の状況】

　
当第３四半期会計期間において、フィデリティ投信株式会社より平成21年２月３日付で、関東財務局長に提出

された大量保有報告書の変更報告書により、平成21年１月28日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受け

ております。

なお、当該大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

エフエムアール　エルエルシー
（FMR　LLC）

東京都港区虎ノ門４丁目３番１号　城山トラ
ストタワー

1,341,400 12.99
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず記載することができ

ませんので、直前の基準日である平成20年９月30日の株主名簿により記載しております。

　

①　【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 370,200－ 単元株式数は100株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,953,10099,531 同上

単元未満株式 普通株式 850 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 10,324,150－ －

総株主の議決権 － 99,531 －

（注）「完全決議権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、100株含まれております。

また、「議決権の数（個）」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）
トランコム株式会社

名古屋市中区丸の内
三丁目14番32号

370,200－ 370,200 3.59

計 － 370,200－ 370,200 3.59

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 1,4501,7391,6851,6941,6651,5101,1921,3141,490

最低（円） 1,3401,4441,5521,4401,3901,114 800 1,0951,145

(注)　株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであ

ります。

(1)　退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役執行役員 経営企画担当 久門　耕治 平成20年10月31日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,434,015 1,585,912

受取手形及び営業未収入金 ※２
 8,537,318

※２
 8,072,410

商品 3,580 3,920

仕掛品 943 1,225

貯蔵品 11,236 11,605

前払費用 263,321 196,411

繰延税金資産 71,278 351,095

その他 451,199 189,460

貸倒引当金 △5,359 △5,552

流動資産合計 11,767,535 10,406,489

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※１
 5,377,293

※１
 5,342,316

減価償却累計額 △2,147,708 △1,980,342

建物及び構築物（純額） 3,229,584 3,361,973

機械装置及び運搬具 ※１
 2,680,007

※１
 2,813,864

減価償却累計額 △2,259,819 △2,260,866

機械装置及び運搬具（純額） 420,188 552,997

その他 324,734 324,269

減価償却累計額 △224,707 △214,976

その他（純額） 100,026 109,292

土地 ※１
 2,660,938

※１
 2,660,938

建設仮勘定 5,659 19,158

有形固定資産合計 6,416,397 6,704,361

無形固定資産

その他 125,826 133,680

無形固定資産合計 125,826 133,680

投資その他の資産

投資有価証券 180,635 247,175

長期貸付金 3,357 3,927

長期前払費用 3,034 3,948

繰延税金資産 253,901 250,177

差入保証金 1,053,153 1,030,427

その他 360,242 345,711

貸倒引当金 △77,847 △43,638

投資その他の資産合計 1,776,477 1,837,729

固定資産合計 8,318,702 8,675,771

資産合計 20,086,237 19,082,261
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 4,758,315 4,612,981

短期借入金 2,620,000 1,120,000

未払金 334,864 204,497

未払費用 652,193 936,129

未払法人税等 84,163 737,399

未払消費税等 178,833 302,240

賞与引当金 125,349 330,300

役員賞与引当金 22,209 26,400

その他 315,473 203,096

流動負債合計 9,091,402 8,473,043

固定負債

長期借入金 245,000 335,000

再評価に係る繰延税金負債 40,678 40,678

退職給付引当金 112,020 98,216

役員退職慰労引当金 122,363 119,105

負ののれん 5,781 7,115

その他 323,153 318,089

固定負債合計 848,996 918,204

負債合計 9,940,398 9,391,247

純資産の部

株主資本

資本金 1,080,047 1,080,047

資本剰余金 1,230,718 1,230,718

利益剰余金 8,827,974 7,966,690

自己株式 △1,050,624 △676,109

株主資本合計 10,088,115 9,601,346

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,865 30,077

土地再評価差額金 59,588 59,588

評価・換算差額等合計 57,723 89,666

純資産合計 10,145,839 9,691,013

負債純資産合計 20,086,237 19,082,261
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業収入 50,969,944

営業原価 47,580,123

営業総利益 3,389,820

販売費及び一般管理費

人件費 501,431

（うち賞与引当金繰入額） 5,684

（うち役員賞与引当金繰入額） 22,209

（うち役員退職慰労引当金繰入額） 7,662

減価償却費 36,525

保険料 17,134

施設利用料 67,843

リース料 14,526

租税公課 9,387

旅費及び交通費 48,378

交際費 41,848

諸会費 7,321

募集費 24,034

貸倒引当金繰入額 34,016

その他 363,039

販売費及び一般管理費合計 1,165,487

営業利益 2,224,333

営業外収益

受取利息 800

受取配当金 1,794

負ののれん償却額 1,334

その他 20,032

営業外収益合計 23,960

営業外費用

支払利息 19,466

債権売却損 7,992

持分法による投資損失 3,188

その他 13,116

営業外費用合計 43,764

経常利益 2,204,529

特別利益

固定資産売却益 14,045

特別利益合計 14,045
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(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

特別損失

固定資産売却損 2,365

固定資産廃棄損 16,664

投資有価証券評価損 18,972

会員権評価損 13,350

過年度支払保険料 17,121

災害による損失 7,545

特別損失合計 76,019

税金等調整前四半期純利益 2,142,555

法人税、住民税及び事業税 654,898

法人税等調整額 297,892

法人税等合計 952,790

四半期純利益 1,189,765
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

営業収入 18,213,420

営業原価 16,842,846

営業総利益 1,370,574

販売費及び一般管理費

人件費 159,387

（うち賞与引当金繰入額） 5,684

（うち役員賞与引当金繰入額） 7,440

（うち役員退職慰労引当金繰入額） 1,707

減価償却費 14,038

保険料 5,974

施設利用料 23,694

リース料 3,937

租税公課 2,522

旅費及び交通費 16,923

交際費 22,766

諸会費 1,319

募集費 7,336

貸倒引当金繰入額 16,571

その他 106,648

販売費及び一般管理費合計 381,120

営業利益 989,454

営業外収益

受取利息 59

受取配当金 832

負ののれん償却額 444

その他 28

営業外収益合計 1,364

営業外費用

支払利息 6,779

債権売却損 3,179

持分法による投資損失 1,078

その他 4,810

営業外費用合計 15,848

経常利益 974,970

特別利益

固定資産売却益 4,113

特別利益合計 4,113
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

特別損失

固定資産売却損 1,484

固定資産廃棄損 841

投資有価証券評価損 15,468

会員権評価損 10,300

特別損失合計 28,095

税金等調整前四半期純利益 950,989

法人税、住民税及び事業税 279,545

法人税等調整額 143,518

法人税等合計 423,063

四半期純利益 527,925
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,142,555

減価償却費 393,548

貸倒引当金の増減額（△は減少） 34,016

賞与引当金の増減額（△は減少） △204,950

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △4,191

退職給付引当金の増減額（△は減少） 13,803

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,257

受取利息及び受取配当金 △2,594

持分法による投資損益（△は益） 3,188

為替差損益（△は益） 3,780

支払利息 19,466

固定資産売却損益（△は益） △11,680

固定資産廃棄損 16,664

投資有価証券評価損益（△は益） 18,972

会員権評価損 13,350

売上債権の増減額（△は増加） △464,908

たな卸資産の増減額（△は増加） 991

仕入債務の増減額（△は減少） 145,334

未払消費税等の増減額（△は減少） △123,406

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は
減少）

△9,600

その他 △346,340

小計 1,641,260

利息及び配当金の受取額 2,594

利息の支払額 △19,935

法人税等の支払額 △1,337,785

営業活動によるキャッシュ・フロー 286,133

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △101,788

有形固定資産の売却による収入 25,033

無形固定資産の取得による支出 △26,362

投資有価証券の取得による支出 △9,447

貸付けによる支出 △10,260

貸付金の回収による収入 10,373

その他 △28,801

投資活動によるキャッシュ・フロー △141,253
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(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,500,000

長期借入金の返済による支出 △90,000

自己株式の取得による支出 △374,515

配当金の支払額 △328,480

財務活動によるキャッシュ・フロー 707,004

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,780

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 848,103

現金及び現金同等物の期首残高 1,585,912

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,434,015
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１．　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第

１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）に変更しております。これによる営業総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与

える影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

 

２．固定資産の減価償却の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

 

３．経過勘定項目の算定方法

合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

※１　担保資産

担保に供されている資産について、事業の運営に
おいて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の
末日に比べて著しい変動が認められるものの金額
は次のとおりであります。

 

※１　担保資産

――――――――――

 

道路交通事業財団に属している資産

　建物及び構築物 － 千円

　機械装置及び運搬具 －

　土地 －

　計

　

道路交通事業財団に属している資産

　建物及び構築物 47,517千円

　機械装置及び運搬具 284

　土地 310,920

　計 358,721

　

道路交通事業財団に属していない資産

　建物及び構築物 148,414

　土地 506,560

　計 654,974

道路交通事業財団に属していない資産

　建物及び構築物 157,592千円

　土地 506,560

　計 664,152

※２　四半期末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日をもって決済処理しておりま
す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関
の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日
満期手形が、四半期連結会計期間末日残高に含まれ
ております。

※２　四半期末日満期手形

――――――――――

 

受取手形 156,147千円

　３　偶発債務

関連会社の金融機関からの借入金に対して、次のと
おり債務保証を行っております。

　３　偶発債務

関連会社の金融機関からの借入金に対して、次のと
おり債務保証を行っております。

㈱ＣＬＩＰ 19,956千円 ㈱ＣＬＩＰ 5,000千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

該当事項はありません。

　

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

該当事項はありません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金 2,434,015千円

現金及び現金同等物 2,434,015千円

　

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日）

　

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

普通株式（株） 10,324,150

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

普通株式（株） 670,318

　

３．配当に関する事項

(1)　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月20日
定時株主総会

普通株式 328,480 33.00平成20年３月31日平成20年６月23日利益剰余金

　

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当第３四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当

の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後となるもの

　

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　
物流情報

サービス

事業

(千円)

ロジスティ

クスマネジ

メント事業

(千円)

貨物運送

事業

(千円)

自動車

整備事業

(千円)

アウトソー

シング事業

(千円)

計

(千円)

消去又は
全社

(千円)

連結

(千円)

営業収入

(1)外部顧客に対する
営業収入

10,306,7424,316,3842,992,176217,760380,35718,213,420－ 18,213,420

(2)セグメント間の内部
営業収入又は振替高

－ 226 25,479106,294143,797275,797（275,797） －

計 10,306,7424,316,6103,017,656324,054524,15418,489,218（275,797）18,213,420

営業利益 359,042388,070207,05021,69623,373999,233（9,779）989,454

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　
物流情報

サービス

事業

(千円)

ロジスティ

クスマネジ

メント事業

(千円)

貨物運送

事業

(千円)

自動車

整備事業

(千円)

アウトソー

シング事業

(千円)

計

(千円)

消去又は
全社

(千円)

連結

(千円)

営業収入

(1)外部顧客に対する
営業収入

29,452,41211,163,0318,582,106649,8231,122,57050,969,944－ 50,969,944

(2)セグメント間の内部
営業収入又は振替高

－ 406 79,651292,903425,066798,029（798,029） －

計 29,452,41211,163,4378,661,758942,7261,547,63751,767,973（798,029）50,969,944

営業利益 958,008889,853305,49851,56030,2392,235,160（10,826）2,224,333

(注) １　事業区分は、営業収入の集計区分によっております。

２　各事業区分の主な事業内容

事業区分 主な事業内容

物流情報サービス事業 空車情報と荷物情報のマッチング（「求貨求
車」）業務

ロジスティクスマネジメント事業
顧客企業の物流機能の一括受託及び

物流センターの運営業務

貨物運送事業 荷物の輸送業務

自動車整備事業 車両の整備及び損害保険の代理店業務

アウトソーシング事業
情報システムの開発及び

業務請負業務
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　

本邦以外に連結子会社及び支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　

海外売上がないため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

　

１株当たり純資産額 1,050円96銭

　

　

１株当たり純資産額 973円58銭

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 10,145,839 9,691,013

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 10,145,839 9,691,013

普通株式の発行済株式数（株） 10,324,150 10,324,150

普通株式の自己株式数（株） 670,318 370,194

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

9,653,832 9,953,956

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

　

１株当たり四半期純利益 120円00銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

　

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

　四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 1,189,765

　普通株式に係る四半期純利益（千円） 1,189,765

　普通株主に帰属しない金額（千円） －

　普通株式の期中平均株式数（株） 9,914,748
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第３四半期連結会計期間

　

当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

　

１株当たり四半期純利益 53円67銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

　

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目

当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

　四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 527,925

　普通株式に係る四半期純利益（千円） 527,925

　普通株主に帰属しない金額（千円） －

　普通株式の期中平均株式数（株） 9,836,868

(重要な後発事象)

　
該当事項はありません。

　

２【その他】

　
該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成２１年２月４日

トランコム株式会社

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　井　夏　樹　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　石　倉　平　五　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトラ

ンコム株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間(平成２０年１０月１日から平成２０年１２月３１日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成２０年４

月１日から平成２０年１２月３１日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トランコム株式会社及び連結子会社の平成２

０年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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